
● 販売生産量80,000羽を目標に、町をあげて川俣シャモのブランド化、消費拡大に取り組んできたが、原

発事故によって生産・販売が大きく減少。そのため、屋内での飼育や出荷時の放射性物質検査を徹底するな

ど、関係者が一体となって消費者の懸念払拭に努めたことにより需要は徐々に回復。

● 一方で、素ヒナ供給の一部を担う育雛農家が休業したことにより、育雛スペース・能力が不足し、安定的

な素ヒナ生産・供給に支障が生じている状況。需要に応え、さらに生産拡大を図るためには、安定的な素ヒ

ナ供給体制の再構築が不可欠であることから、施設の整備を決意。

１．取組のきっかけ

（取組主体名） 有限会社 川俣シャモファーム

（所 在 地） 福島県伊達郡川俣町

～「川俣シャモ」のさらなる拡大を目指して～

● 原発事故の影響により販売量が激減したことから、種卵や雛の減産を強いられた。

● 肥育期間は従来屋外で飼養していたが、原発事故により屋外飼育が全面的に禁止となり、対応に苦労した。

● 育鶵スペースの不足により、現状の育鶵施設をフル稼働させて対応していることから、疾病や事故防止の

ため観察回数を増やすなど、より一層細心の注意をはらっている。

３．これまでの苦労話

● 販売出荷羽数80,000羽を目標に体制を再整備。川俣シャモのさらなる販路の開拓・拡大が不可欠。

● 生産者（肥育農家）の高齢化が進んでいることから、安定生産を図るため、川俣シャモファームがヒナ生

産から肥育まで一貫生産へ取り組むことを検討している。

４．課題と今後の展望

■ 組織のプロフィール

平成17年度に川俣シャモ生産農家や(株)川俣町農業振興公
社等の出資により設立。

・代表取締役 斎藤 正博（従業員数２名）
・施設概要 孵化施設１棟、種鶏舎２棟、育雛舎１棟
・種鶏飼養羽数 約1,100羽
・雛出荷数 73,000羽（平成29年現在）

川俣シャモは、飼育農家や(株)川俣町農業振興公社との連
携により、飼育から流通まで町内一貫体制で生産・販売。

(有)川俣シャモファームは、主に種鶏からの採卵及び素ヒ
ナの生産・供給部門を担当。

■ 組織のプロフィール

平成17年度に川俣シャモ生産農家や(株)川俣町農業振興公
社等の出資により設立。

・代表取締役 斎藤 正博（従業員数２名）
・施設概要 孵化施設１棟、種鶏舎２棟、育雛舎１棟
・種鶏飼養羽数 約1,100羽
・雛出荷数 73,000羽（平成29年現在）

川俣シャモは、飼育農家や(株)川俣町農業振興公社との連
携により、飼育から流通まで町内一貫体制で生産・販売。

(有)川俣シャモファームは、主に種鶏からの採卵及び素ヒ
ナの生産・供給部門を担当。

東京電力福島第一原子力発電所事故

の影響により、計画的避難区域内の育

雛農家１戸（5,000羽規模）が休業。

また、屋外での飼育が禁止されると

ともに風評被害による需要減少により、

震災直後の平成23年には、雛出荷数が

前年比55.8％と大きく減産。

被 災 の 概 要

● 屋外での飼育禁止に対応し、川俣町は平成24年度に被災地域農業復興総

合支援事業（復興交付金）を活用し15棟の屋内型肥育鶏舎を整備（各肥

育農家に貸与）。

● さらに、素ヒナ供給の安定及び拡大のため、(有)川俣シャモファームに

おいて、平成26年度東日本大震災農業生産対策交付金により育雛施設１

棟（事業費23,113千円、うち国費10,700千円）を整備（平成27年３月

に完成）。

● これにより、肥育農家へ出荷する素ヒナの供給能力は65,000羽から

72,000羽規模に増強。

２．取組の内容と特徴

関係者の懸命な努力によって

需要は概ね回復。それに伴い、

(有)川俣シャモファームでの素ヒ

ナ生産羽数も平成25年には震

災前と同等程度に回復した。育

鶵施設の整備により、現在は安

定的にヒナを供給できている。

経営再開の状況等

～ 復興取組事例 ～

東日本大震災農業生産
対策交付金活用事例

＜平成３０年８月 一部修正＞



参考資料 ［有限会社 川俣シャモファーム］

現場写真

川俣シャモファーム種鶏施設（平成18年度 強い農業づくり交付金活用）

川俣シャモ（成鶏）
※写真は川俣町農業振興公社ＨＰより引用

（有）川俣シャモファーム
代表取締役 佐藤 治 氏 （Ｈ26当時・現会長）

雛出荷先である農家の肥育鶏舎
（平成24年度 被災地域農業復興総合支援事業（復興交付金）活用）

新たに増設した育雛鶏舎
（平成26年度 東日本大震災農業生産対策交付金活用）


